
現状値
(2021年度)

目標値
(2026年度)

実績値
（R6.3末時点）

144件 → 150件

－ → 8件(累計)

15件 → 20件

18件 → 30件

0件 → 5件

－ → 60%

－ →
2024年度
仕組構築

245セット → 255セット

【参考指標】オープンデータ利用件数

2件 → 7件

－ →
50人

(累計)

－ → 240件

5.3% → 70%

5.4% → 70%

24業務
1,500時間

→
50業務

3,000時間

151件

1
民間が強みを発揮する分野の委託・アウトソー
シングの推進

【指標１】公民連携による取組事業数

No. 取組項目

＜進捗状況評価の説明＞（該当する取組数）
Ａ　目標値を達成しているもの　　　　　　　　　（１）
Ｂ　目標値に向けて着実に進捗しているもの　　　（８）
Ｃ　目標値の達成に向けて進捗が遅れているもの　（７）
Ｄ　取組に着手できていないもの　　　　　　　　（０）

【指標３】福知山公立大学との地域連携による研究成果を
社会実装につなげた件数

7

37件

【指標２】福知山公立大学と本市の連携事業数
23

3件

2
大学やＮＧＯ・ＮＰＯ、企業等との連携協定の促
進

【指標１】連携協定の締結数

【指標２】提案型公共サービス民営化制度
　　　　　 による委託事業数

Ｂ

257セット

3件

4 オープンガバメント、オープンデータの推進

【指標】京都府オープンデータポータルサイトへの公開数

57.0%

【指標２】意見聴取方法の仕組の構築
仕組を検討

3 市民との対話機会や意見聴取方法の拡充

【指標１】市民との対話を重ねた所属の割合

7 行政手続の徹底的なオンライン化

【指標１】国民の利便性向上に資する手続きのオンライン化
率

6 業務フローの見直し及び標準化

320人（累計）
【指標】ＤＸ推進員の育成

見直し提案：累積59件
実装案件：累積23件

5 全庁的かつ横断的なＤＸ推進体制の整備 Ｂ

【指標】業務プロセスでAIやRPAなどICT技術の活用を図っ
た業務及び削減時間数

20%

【指標２】申請・手続きナビ掲載手続きの
　　　　　オンライン化率

3

21%

【指標】見直した業務フロー数

Ｃ

1

評価 頁数

2

　基本方針２　ＤＸの推進とＩＣＴを徹底活用した業務運営の早期実用化

Ｃ

Ｃ

Ｃ

行政改革大綱2022-2026　令和５年度進捗状況一覧

2

3

3

2

8 ＡＩやＲＰＡを活用した業務プロセスの構築

　25業務　1,616時間
※うち、システム改修
等によりRPAから他の
方法へ見直した業務
　　　4業務　292時間

Ｂ

指標

　基本方針１　価値共創によるパートナーシップの推進

Ｂ

【資料４】



現状値
(2021年度)

目標値
(2026年度)

実績値
（R6.3末時点）

　基本方針３　福知山市職員としての資質の向上

－ → 60%

7.40% → 5%以内

－ → 75%

【指標３】時間外勤務の縮減

14.0時間
/1人・月

→
12.0時間
/1人・月

－ →
2023年度
仕組構築

－ → 5件

－ → 400件

　基本方針４　持続可能で質の高い行財政経営の確立

317.2億円 → 324億円以下

44.0億円 → 40～45億円

0.6億円 →
2.9億円
以上/年

166,462円
/人

→
166,462円
/人以下

－ →
2023年度

100%

－ →
(仮)
75%

－ →
2023年度

公表

2.79% → 10%

17件 → 50件

No. 取組項目
指標

評価 頁数

【指標】チャレンジ目標達成率
Ａ

Ｃ

部課横断的な事業推進・自主研究チームの形
成および活用

【指標１】事業推進チームの仕組の構築

職場満足度4段階評価
の3以上の割合73.7％

14.7時間
/1人・月

10.00%

【指標２】職員アンケートによる職場満足度
（４段階評価の３以上）

10
ＯＪＴに重心を置いた職員育成と管理監督職の
資質向上

【指標１】ストレスチェックでの高ストレスの割合

【指標】客観的なデータに基づく事業立案数
35件

【指標２】業務目標に対する達成度110%以上の割合
15

部長マネジメントの機能化と管理監督職のマネ
ジメント力の向上

【指標１】経営方針の公表

【指標２】Web会議の実施割合(Webと対面のハイブリッド)
48%

5

5

公表

3.09%

81%

Ｃ

【指標４】市民一人あたりの実質的な市債残高
158,353円/人

14

Ｂ

Ｂ16
行財政マネジメントシステムの機能向上とＥＢＰ
Ｍの推進

12
地域の諸課題を自分事として受け止め改善に
取り組む人材の育成

352人

全庁的な庁内会議体の見直し

【指標１】庁内会議の見直し状況

【指標２】財源対策基金残高
44.9億円

【指標３】公共施設等総合管理基金への積立額
2.8億円/年

【指標１】経常的な支出額
336.7億円

13
「福知山市持続可能な財政運営の基本方針」
の策定と財政４指標の健全性堅持

【指標】職員が行うパラレルキャリア活動件数

仕組を検討

【指標２】自主研究チームの成果公表件数
成果発表件数

6件

11

4

4

4

5

5

487.3%9 チャレンジ目標の設定や人事評価の見直し

Ｃ

Ｂ

Ｂ



1

行政改革大綱2022-2026　令和５年度進捗状況

現状値
(2021年度)

目標値
(2026年度)

R4年度
指標実績

取組実績
年度末時点での

課題事項
指標実績

（R6.3末時点）
取組事項（予定含む）

指標
目標値

資産活用課 公民連携係 144件 → 150件

経営戦略課 行政経営係

－ → 8件(累計)

１　価値共
創による

パートナー
シップの推

進

令和６年度

○未利用公有財産の活用に係る庁内での取組
　施設の所在地や性質に応じた専門部会を開催するととも
に、施設所管課の希望により資産活用課との直接協議・
相談により施設の方向性を探る等、施設所管課にとって
参加しやすく、またメリットを感じられる工夫を講じる。

○未利用公有財産の活用に係る民間提案募集
・旧有仁小学校、旧三岳青少年山の家では、地域雇用に
よる地域経済の活性化等、地域貢献を踏まえた施設活用
事業を展開
・旧細見小学校、旧美鈴小学校の活用に係る民間提案に
ついて、随時募集を開始
・新たな事業展開として、中規模以下の未利用公有財産で
ある旧中夜久野保育園、旧川合保育園の活用について、
金融機関との公民連携の中で「ビジネスプランコンテスト」
を開催

○旧俊明多目的集会所の活用
・トライアル・サウンディングを通じて、施設の市場性があ
ることが把握できたため、R.6.4.1から活用事業者を募集
し、優先交渉権者が決定
・市議会6月定例会にて貸付に関する議案の議決。
　R6.8.1～活用事業開始

153件

・当該制度に係る全庁説明会の実施

・令和5年度及び6年度に業務委託を開始した計5件の取
組について、事業の成果指標に基づく実施結果の報告、
振り返りを行い、外部委員が参画する審査会で報告を行
う。

5件

1

民間が強みを発揮
する分野の委託・ア
ウトソーシングの推
進

実施内容

指標

「公民連携（ＰＰＰ）により、民間
事業者の知識や技術・資源等
を活用した地域経済の活性化
や行政の効率化

ＰＦＩ、指定管理者制度、公設民営（ＤＢＯ）方
式、包括的民間委託など一定の性能を求める
が、具体的な業務運営は民間側に任せる性能
発注方式により、民間の知識や技術、資源を
活用し、公共サービスの質の向上を図る

令和５年度

○未利用公有財産の活用に係る庁内での取組
・民間提案制度専門部会
　開催回数：4回
　参加者数：延べ46名
　※既存システムのアンケート機能も活用
○未利用公有財産の活用に係る民間提案募集
　R5.9.19より募集開始
　対象施設：大江の廃校3校、旧三岳青少年山の家
　→旧有仁小学校、旧三岳青少年山の家が活用事業開始
　　※R6.3.27議決
○トライアル・サウンディング
　R5.4.3より俊明多目的集会所で実施
　→2事業者が参加
○旧細見小学校中出分校の万博パビリオンとしての活用
・本市の「廃校Re活用」が広く知られ、京都府を通じ2025年
大阪・関西万博のパビリオンとして活用するため、旧細見
小学校中出分校の建物を日本国際博覧会協会に譲渡
・R5.10.14には世界的な映画監督である河瀨直美プロ
デューサーを招き、地域住民等が参加する「校舎出発セレ
モニー」を開催し、廃校施設の新たな門出を祝った。

・令和4年度に採択された3提案について、全て令和5年度
から業務委託を開始
・令和５年度のアイデア提案募集に向けて、当該制度に関
する全庁説明会を実施→説明会に参加した職員から市民
団体への周知により提出につながった。
・令和5年度募集提案に対する提出件数　3件
・審査会の開催(10/18)：　提出された3件のうち2件を事業
採択
・採択された2事業について令和6年度業務委託に向けて
予算化

3件

・耐震性が低いことや土砂災害特別警戒区域等の課題に
より、民間活用の可能性がほぼない廃校がある。

・未利用公有財産は、ほとんどの施設で雨漏りや機器の
故障等、一定の修繕が必要な状況である。

・当該提案制度に対する庁内各課の理解を深め、制度活
用に関する機運をさらに醸成するため、課長会議での周
知や、全職員向け説明会等の実施が必要

・まちづくりの担い手育成を図る観点で、提案団体の広が
りが十分であるとはいえないため、受託者発掘に向けて市
民団体に関する情報収集や意見聴取等の実施を検討

基本方針 No. 取組項目 主担当課 係 めざす方向

提案型公共サービス民営化制
度による市事業の効果・効率
性向上と、公共の担い手を育
成し市民協働によるまちづくり
推進

ソフト事業を対象に、市実施事業で課題を抱え
ている事業や民間から提案を受け改善をした
い事業について、ＮＰＯ等の市民団体や地域
協議会などから幅広く提案を募り、新たな担い
手の育成及び事業改善を行っていく

151件

【指標２】提案型公共サービス民営化制度
　　　　　 による委託事業数

－　件
令和5年度から

委託開始のため

【指標１】公民連携による取組事業数

149件



2

15件 → 20件

経営戦略課 調査計画係

大学政策課 連携推進係 18件 → 30件

0件 → 5件

職員課 厚生研修係 － → 60%

経営戦略課 調査計画係

－ →
2024年度
仕組構築

デジタル政策
推進課

ICT推進係 245セット → 255セット

経営戦略課 調査計画係 【参考指標】オープンデータ利用件数

2件 → 7件

１　価値共
創による

パートナー
シップの推

進

本市オープンデータを活用し、公立大の学生等の協力を
得て公開されたごみ出し案内アプリ「5374.jp」を、市が管理
する方向で調整

3件

協定に基づく取組事項について締結担当課において具体
的成果を確認し、着実に取組を進める。

36件

○大学の知見を活用した連携の推進
　シニアワークカレッジやジュニアＩＴ人材育成については、
より多くの方が受講できるよう事業内容の見直しを行う。
　また、庁内部署と連携し、様々な分野における地域課題
解決に資する事業を推進していく。
○北近畿コラボスペースを活用した産学公連携の推進
北近畿コラボスペースについては、対面で行う交流会の実
施や、企業等が大学と関わる機会に乗じた情報提供によ
り、会員拡大を図っていく。また、会員間による連携を促進
するため、交流会等を通じて連携による社会実装事例の
紹介等を行うことによって、会員間の連携を促進させる。

25

10

週１回以上対話の機会が設けられるように取組を進める。 60.0%

Liquitous（Liqlid）を導入している近隣市（朝来市・丹波市）
に、市民意見が行政に届く仕組みづくりの有効性について
意見交換を行い、導入検討を行うことでより多くの市民か
ら意見聴取できる仕組みの構築を目指す。

3件

・利用が期待されるデータの公開を意識した庁内周知

・管理監督者を対象とする統計データ利活用研修の実施
により、オープンデータの分析方法等を学ぶとともに、さら
なるデータ公開に向けた意識の醸成を図った。

・京都府と連携により、「公共駐車場」データの新規公開に
至った。

・統計データの更新
・京都府主催のオープンデータ検討会への参加
・駐車場データのアップ

公開データの増加に伴う、定期的な更新作業等に要する
業務負荷の増加

・民間が求めるデータの種類を模索し、有用なデータを公
開することと並行し、庁内において有用なデータを公開・更
新する意識を持ってもらうことが必要。

・バス経路検索データは、正確性が重要であり作成・管理
に技術が必要なことから公開に至らなかった。

257セット

仕組の構築
を目指す

・統計データの更新
・京都府主催のオープンデータ検討会への参加

258セット

4
オープンガバメント、
オープンデータの推
進

・市保有データをオープンデー
タとして公開し公共データの利
活用を促進
　⇒新たな価値やサービスの
創出を促し「住民参加・官民協
働の推進を通じた地域課題の
解決」、「地域経済の活性化」、
「行政の高度化と透明性・信頼
性の向上」に繋げる
・オープンデータ推進により、
市民参加型行政による新しい
公共の取組であるオープンガ
バメントを推進する

・市保有の公共データ作成は、オープンデータ
としての公開を前提に、共通語彙基盤に基づ
きデータ作成・データレイアウトを標準化に努
める
・オープンデータとして提供可能なデータリスト
を作成し公開する。
・利用者から具体的な提案には、必要性などを
検討したうえで、可能なものから順次オープン
データ化する

【指標】京都府オープンデータポータルサ
イトへの公開数

255セット

2件

【指標２】
福知山公立大学と本市の連携事業数

23件

【指標１】
連携協定の締結数

19件

公立大学とは情報技術、社会
科学の分野において、「福知
山モデル（※）」による大学連
携を深化・展開させ、本市行政
サービスの質的向上に向け連
携を深める

公立大学とは、協定による連携のほか、ＩＣＴ教
育の推進、生涯学習講座、情報人材育成など
引き続き、市実施事業との連携を強化する

【指標３】
福知山公立大学との地域連携による
研究成果を社会実装につなげた件数

2件

【指標２】意見聴取方法の仕組の構築

－

3
市民との対話機会
や意見聴取方法の
拡充

2
大学やＮＧＯ・ＮＰ
Ｏ、企業等との連携
協定の促進

地域課題の解決や市民サービ
スの向上、地域活性化などに
向け、専門的知見を有する大
学等の機関と連携・協働し、そ
の知見やノウハウを市の政策
決定や事業運営に生かす

個別協定、包括協定を問わず、目的や具体的
な取組事項を定めた連携協定を締結し、着実
に取組を進める。なお、協定締結後も、協定に
基づく取組事項について締結担当課で取組状
況をとりまとめ成果検証を行う。

【市民との対話機会】
地域課題の解決や早期発見
に向け、ＩＣＴ活用なども図りな
がら市民との対話機会を意識
的に増やす
【意見聴取方法の拡充】
既存方法に加え、ＩＣＴ活用手
法の検討など、多くの市民から
の意見聴取方法の仕組みづく
りをめざす

【市民との対話機会】
・ＤＸ推進とＩＣＴ活用で、事務作業を軽減し、市
民と直接対話する時間を確保する
・実現に向けた当面の指標として対話の回数
を設定する
・地区担当、業務に伴う地域訪問も活用し、担
当業務や地域課題など市民と対話を行う
【意見聴取方法の拡充】
・先進事例を研究し、ＩＣＴ活用なども含め「直
接・素早く」市民意見が行政に届く仕組みづくり
について検討する（令和6年度末まで）

【指標１】市民との対話を重ねた所属の割
合

69.4%

57％
（月２回以上市民
との対話機会があ

る）

7

仕組み構築に向
けた調査を実施

全課長に、対話の定義を定めアンケートを実施した。

Code for Japanとの打ち合わせ（Dicidimの研究）、
与謝野町と打ち合わせ（Dicidimの導入自治体との意見交
換）
及び、新たな媒体としてLiquitousとの打合せ（Liqlidの研
究）を行っている。

対話の機会について「意識的に時間を取らないと取ること
ができない」とのアンケート回答結果が多くあり、今後DX
の推進また、業務改善が必要である。

デジタルを活用した新たなプラットフォーム導入を検討して
いるが、導入済自治体の活用状況等を確認し、意見聴取
方法としての有効性の検証が必要

令和5年度4月、9月及び3月に庁内照会し集計を行った。
SDGｓ取組推進への高濃度セルロース複合樹脂映像技術
活用に向けた公民連携協定では、R5.9月に全市立小中学
校に環境配慮型学校給食食器を導入し、R5.10月から11
月にかけて、全ての小学5年生を対象に、製造元であるパ
ナソニックの工場見学を実施。給食食器の製造工程を見
学する中で、SDGsの視点やモノづくりの視点での環境教
育に取り組んでいる。
令和5年度締結
・福知山市と日本郵便株式会社との包括的連携に関する
協定
目的：安心、安全な暮らしの実現
・福知山市教育委員会、福知山公立大学、株式会社ベ
ネッセコーポレーションとの連携協力に関する協定
目的：福知山市の教育の発展

○産学公連携組織「北近畿コラボスペース」への参画
　・令和４年度に引き続き参画
　・北近畿地域の産学公の関係者が日常的に情報発信、
情報共有を行える場として公立大学が中心となり運営

○北近畿地域連携機構
　・公立大学の附属機関
　・令和5年度の相談件数は、計71件（R4実績：65件）
＜相談の内訳＞
（１）企業からの相談　11件
　・アプリ開発、商品開発に向けた助言、情報学の知見の
提供・技術的支援、データ分析に関する学術指導、学生協
働イベントの協力、ウェブサイト構築、自社開発アプリの
データ分析手法相談、学生との交流、共同研究など
（２）地域団体、市民からの相談　60件
　・イベント出展、講演依頼、情報学の知見の提供・技術的
支援、学生派遣、ホームページ更新、地域研究、スマホ教
室開催、アプリ開発、顧客データの分析、共同研究依頼な
ど

＜連携を通じて社会実装につながった事業　5件＞
（1）ICT活用により情報分析・提案を行う「ラーニングイノ
ベーション監修業務」
　（2）イベント実行委員会からの委託による「LINE」を活用
した会員登録システムの構築
　（3）（一社）京都府北部地域連携都市圏振興社と共同し
た、顧客管理データを用い、観光における行動・心理を解
析し顧客満足度向上や再来訪促進を図るための研究
　（4）飲食店と共同で行う食に関するイベントにおいてス
マートフォンを使った申込コードや申込ページのデザイン
制作等の技術的な支援
　（5）製品の試作にあたり３Dプリンタで「型」を作成し、製
品開発から販売に至った（北近畿コラボスペースによる情
報発信が連携に寄与）

「協定締結後も、協定に基づく取組事項について締結担当
課で取組状況をとりまとめ成果検証を行う。」とあるように
締結を数多く結ぶのではなく、どれだけ協定による成果が
挙げられているかの評価についての検討が必要

○既存の取組の受講者拡大
・「シニアワークカレッジ」
　社会人を対象、福知山公立大学の知見を活かし実社会
で応用できるスキルを学ぶ機会の創設を目的とする。

・「ジュニアIT人材育成プログラム」
　小中学生を対象、IT技術に触れることで情報学への関心
を高めることを目的とする。

・「北近畿コラボスペース」
　登録会員数（令和5年度末）：169人
　情報交流が活発化し会員間の連携が発生する会員数に
は、達していないため
　

37件

23
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現状値
(2021年度)

目標値
(2026年度)

R4年度
指標実績

取組実績
年度末時点での

課題事項
指標実績

（R6.3末時点）
取組事項（予定含む）

指標
目標値

デジタル政策
推進課

ICT推進係

経営戦略課 行政経営係 － →
50人

(累計)

デジタル政策
推進課

ICT推進係

経営戦略課
コンプライアンス

係
－ → 240件

5.3% → 70%

5.4% → 70%

24業務
1,500時間

→
50業務

3,000時間

令和５年度 令和６年度

・DX推進員に任命された職員は3年間、取り組むこととな
るが、任期中に部署異動した職員は、異動先で新たな業
務を覚える必要が生じることから、DXに至れるレベルまで
業務を理解するのに一定の時間を要するため、実装が困
難
・DX推進員のみでなく、全職員が意識を持ってDXに取り組
む状態に至っていない

ホームページ「手続きナビ」の定期的なメンテナンスが必
要であるが、各所属で行えない

・RPAやAI-OCRの講師役を務めるデジタル政策推進課の
マンパワー不足

・DX推進員の活用（3年目の取組）

・DX推進員を対象とする操作研修の実施
　受講者：8名

・DX推進員を交えた勉強会
　実施回数：8回

・新たに2手続きをオンライン化
　92手続中16手続⇒92手続中18手続

20%

・オンラインシステム上でのマイナンバーの取扱い

・利便性向上を目的とした、市が実施するオンライン申請
をまとめて探せるポータルの設置

・オンライン化条例に基づくオンライン化状況の公表方法

・令和4年度任命（第1期生）
　研修回数　　　　　　：7回
　BPR実践支援回数：5回

・令和5年度任命（第2期生）
　研修係数　　　　　　：5回
　BPR実践支援回数：4回
　成果発表会　　　　 ：1回

・第2期生
　R6.2.21,22　IT推進本部会議本部長も参加のもと、成果
発表会を実施
　発表者　　：9名
　発表件数：18件
　オンライン配信もあわせて実施

・第1期生
　R6.3.15
　成果発表会を実施
　発表者　　：6人
　発表件数：11件

全部署・全職員の取り組みとしてBPRを着実に進めていく
ために、各部・各所属より係に1件程度を目安にBPR提案
を行い、見直しと標準化に取り組む。

見直し提案
・累積117件

（R6新規58件）

・オンライン化手続きの担当課ヒアリングと進捗管理の実
施

・各オンライン申請システムの説明会実施

・国の「ぴったりサービス」のリストにある新たな手続きをオ
ンライン化
　令和6年度中の目標262手続中83手続

30%

20%

・DX推進員を対象とする操作研修の実施
　受講者：10名

・DX推進員を交えた勉強会、RPA、AI-OCR等に関する個
別相談会の実施
　実施回数：8回

28業務
2,000時間

「手続きナビ」のメンテナンス体制を整える
関係課への声掛けや、庁内への定期的な照会などを行う

・令和4年度任命（第1期生）
　研修回数　　　　　　：2回
　BPR実践支援回数：9回

・令和5年度任命（第2期生）
　研修回数　　　　　　：7回
　BPR実践支援回数：5回

・令和6年度任命（第3期生）
　研修係数　　　　　　：5回
　BPR実践支援回数：4回
　成果発表会　　　　 ：1回

29人（累計）

25業務　1,616時
間
※うち、システム
改修等によりRPA
から他の方法へ
見直した業務
　4業務　292時間

・LoGoフォームの本格導入

・LoGoフォーム説明会の実施

・担当課ヒアリングの実施

・新たに17手続きをオンライン化
　198手続中40手続⇒262手続中57手続

・オンライン条例の制定

見直し提案
・累積59件

実装案件
・累積23件

R4生実装案件
3件+7件＝10件
R5生実装案件
20件中13件

20人（累計）

21%

【取組5　再掲】
・DX推進員2名が一時休止（育児休暇のため）
・DX推進員3名が災害対応等、担当業務の繁忙により、
BPRに取り組む時間を確保するのが困難であった。

DXによる発現効果の定量的な把握について
　DX推進員育成に係る研修時間だけで400時間（10回×2
時間×20人）のリソースを消費している。
　将来的な人材育成のための取組であるが、DXに伴う大
幅な業務時間の削減や、全庁的なDXによる効果の実感に
は至れていない状況である。

【指標】業務プロセスでAIやRPAなどICT技
術の活用を図った業務及び削減時間数

26業務
1,664時間

※うち、システ
ム改修等により
RPAから他の方
法へ見直した事

務
1業務

224時間

実施内容

指標

7
行政手続の徹底的
なオンライン化

デジタル政策
推進課

ICT推進係

【指標２】申請・手続きナビ掲載手続きの
　　　　　オンライン化率

17.39%

・ＤＸ推進部会を
設置
・DX推進員の任
命 10人

【指標】見直した業務フロー数

【指標】ＤＸ推進員の育成

【指標１】国民の利便性向上に資する手続
きのオンライン化率

20.23%

見直し提案：
20件

見直し実装：
3件

２　ＤＸの推
進とＩＣＴを
徹底活用し
た業務運
営の早期
実用化

5
全庁的かつ横断的
なＤＸ推進体制の整
備

・各取組項目を着実に進める
ため、ＤＸ推進本部を設置する
・ＤＸ推進本部のもとＤＸ推進員
を育成し具体的な取組を進
め、全庁的なＤＸ推進に向け職
員の意識改革を行う
・急速な技術の進展や普及に
よる環境変化が見込まれるこ
とから、ＤＸ推進本部において
取組項目及び推進体制を柔軟
に見直し具体的な計画を提示
する

・ＤＸ推進体制を整備し、年間10名程度のＤＸ
推進員を育成（ＤＸ推進員の任期は3年）
・ＤＸ推進員は業務フローの見直し・標準化、行
政手続きのオンライン化、ＲＰＡの導入等に取
組む。必要に応じて業務を設定しチームで業
務の見直しに取り組む
・ＤＸ推進本部は進行状況を確認し評価する。
取組事例で、横断的に実施可能なものは、推
進本部より関係部署に導入指示。
・遅延などの課題が認められる場合は対策を
講じ、取組事項や組織体制の変更を検討する

基本方針 No. 取組項目 主担当課 係 めざす方向

6
業務フローの見直し
及び標準化

・ＤＸ推進やＩＣＴ活用に向け
「業務可視化」、「業務フロー見
直し」に取組み、仕事の質及び
効率を高める
・業務フロー見直しは、業務の
目的や成果を再認識し、業務
自体（前例踏襲）を見直す機運
を広げ、ＡＩやＲＰＡを活用した
業務プロセスの構築及びＤＸ
推進へ繋げる

・各職員がサービス向上や効率化の観点から
業務及び業務フローを見直し所属長に提案⇒
所属長は取組項目8に繋がるもの、業務マニュ
アルが存在しないもの、長らく見直しを行って
いないものから選定し所属全体で業務フロー
を見直す
・見直しは前例踏襲や思い込みを排除し、新た
な視点を加えゼロベースでの見直しを行うた
め、ＤＸ推進員を交えて取組む

・行政手続のオンライン化を進
め、いつでも申請できる環境を
整える
・申請データを各業務システム
へ自動で取り込む環境を整備
し、職員の業務軽減を図り、オ
ンライン申請等による便利な
窓口と対面による寄り添った
窓口を両立したハイブリット窓
口をめざす

・「子育て世代」に関わる手続から優先してオン
ライン化を進め、全世代へと広げる
・「国民の利便性向上に資する手続」を優先的
に進める。本人確認を要とする手続は「ぴった
りサービス（国）」を、本人確認が不要の手続は
「共同化システム（府）」を利用し、他のサービ
スの利用も検討する
・オンライン申請は、令和４年度中に所属利用
実績100％（令和3年度：28所属）と「特に国民
の利便性向上に資する手続」（子育て15手続、
介護11手続）として選定している手続をオンラ
イン化する
・2026年度までに「申請・手続きナビ」（市ＨＰ）
に掲載している手続のオンライン化を進める

8
ＡＩやＲＰＡを活用し
た業務プロセスの構
築

・マウスやキーボードを操作し
て行う単純・定型的かつ大量
のデータ入力作業等を自動化
　⇒正確性の向上と処理時間
の短縮化を図り、住民対話や
企画立案などの業務へ注力で
きる業務環境を整備する

・取組項目5,6と連携し業務フロー見直す中で、
ＡＩ-ＯＣＲやＲＰＡ等による業務効率化を図る
・定期的に勉強会を重ね担当者やＤＸ推進員
のスキルを高める
・「導入≠目的化」に向け、事前の効率化（業
務削減時間やミスの発生割合など）予測と、導
入後の検証を実施する
・その事務の目的及び必要性を理解し、事務
の見直しも含めて検討する

デジタル政策
推進課

情報管理係
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現状値
(2021年度)

目標値
(2026年度)

R4年度
指標実績

取組実績
年度末時点での

課題事項
指標実績

（R6.3末時点）
取組事項（予定含む）

指標
目標値

－ → 60%

7.40% → 5%以内

－ → 75%

【指標３】時間外勤務の縮減

14.0時間
/1人・月

→
12.0時間
/1人・月

経営戦略課 行政経営係 － →
2023年度
仕組構築

職員課 厚生研修係

－ → 5件

－ → 400件

令和５年度 令和６年度

パラレルキャリアに取組む意識付けのための周知方法の
検討が必要

自己申告書の作成時（R5.12月）に、パラレルキャリアにつ
いて再周知し、現在や過去の地域活動・社会貢献活動に
関する確認を行った

・地域貢献活動を
行う職員352人（過
去の取組を含む）
【自己申告書記載
をカウント】

・主な活動：消防
団、自治会役員、
農区長、講師など

令和4年度に続き、一般職の人事考課調書にチャレンジ目
標の項目を設けて、試行運用として考課を実施

・ストレスチェックによる高ストレス者の割合は10.0％

・高ストレス者については、保健師等による面談を実施

・若手職員向けには、ストレス耐性の向上を促すメンタル
ヘルス研修を実施

新たに策定する人財育成基本方針について、「一人ひとり
の成長を大切にする組織」をコンセプトに、一人ひとりにス
ポットを当てながら、組織とのエンゲージメントを高めること
ができるよう、めざす職員像や、取り組み、職場環境につ
いて見直しを行った。

時間外勤務の多い部署について、状況を管理監督職へ共
有し、縮減に向けた取組を促した。

既存の重点事項に係る７つの庁内推進組織の取組内容
について関係課と協議を重ね、関係課や外部組織との連
携は引き続き、着実に進めることとしたうえで、継続・廃止
等の整理を行った。

・派遣職員成果発表会内で活動報告を実施（R6.2.15）

・自主研究グループとして活動したグループの内、１グ
ループが次年度、業務での取り組みとして継続しているこ
とが決まっている。また、別の１グループにおいては、任意
のクラブ活動として社会貢献活動へとつなげている。

チャレンジ目標の設定基準と評価ポイントの整備が必要

・高ストレス者の割合増加の要因として、仕事の忙しさから
ワーク・ライフ・バランスを崩し、心身の不調に影響が出て
いることが考えられる。
・コロナ禍で中止していた事業が再開したことによる影響も
考えられる。
・ストレス耐性を向上させることより、根本的な身体の健康
について、休日や休息が取れる時間の確保が課題

職員満足度（エンゲージメント）の向上のためには、マイン
ド面での職場環境の整備と並行して、業務過多について
根本的な解決が急がれる。

・自己のキャリアについての関心が高まっていることから、
キャリアを意識した研修等の実施が必要である。

管理監督職の時間外勤務命令への意識を高める取組が
必要

・他の取組における職員アンケートの回答内容から、業務
過多の状況が生じているため、職員自身の課題意識に基
づく自発的な事業推進チームの形成を進めていく上で、取
組項目14「既存の会議体の見直し」から見えてくる課題点
を踏まえる必要がある。

自主研究グループの活動が業務への移行が進むにつれ
て、自主研究グループと庁内各種PTとの役割や目的の違
いが曖昧になってくることが懸念される。自主研究グルー
プの目的を明確にして取り組み、発信していくことが必要。

パラレルキャリアの事例紹介の実施 活動件数400件

・ストレスチェックについて、結果が即時確認ができるよう
にする。
・高ストレス者で面談を希望する職員については、速やか
に面談予約ができるようにする。
・職場内におけるコミュニケーションとメンタルヘルスにつ
いて管理職と若手職員が一緒に参加する研修を実施す
る。

ストレスチェック高
ストレス者割合

7.0％

・エンゲージメントについての調査を実施する。
・eラーニングを活用し、キャリアについての研修を受講で
きるようにする。

職場満足度4段階
評価の3以上の割

合75.0％

・不要不急な時間外勤務の縮減へ継続した周知。
12.0時間
/1人・月

項目14　既存会議体の見直し結果を踏まえて、施策、事業
の推進に必要となる庁内横断的な課題の早期発見及び解
決を図るための職員の自発的な取組を妨げる要因の整理
と、実効性ある仕組みを検討する。

仕組構築

・派遣研修成果発表会内で活動報告を実施する。
成果発表件数

6件

令和６年度から目標設定と評価基準を見直し、チャレンジ
目標制度の本格運用を開始した。

60%
(本格運用後の目

標達成率）

14.7時間
/1人・月

職場満足度4段階
評価の3以上の割

合73.7％

成果発表件数
6件

仕組を検討

12

地域の諸課題を自
分事として受け止め
改善に取り組む人
材の育成

・職員に対して、地域の実情を
知る機会を増やし、地域課題
の解決する能力を向上させる
・パラレルキャリアの活動を推
進する

・取組項目10によりＯＪＴに重心を置いた職員
育成と併せ、地域と関わりを深める職員の研
修体系を確立する。
・職場外での経験や人脈など、日常生活を含
めたあらゆる事柄を積極的に業務に活かす意
識や姿勢を育成する上で、パラレルキャリアの
活動を推進するため、庁内向けに事例紹介を
行う。

職員課

職場満足度4段
階評価の3以上
の割合73.3％

【指標２】自主研究チームの成果公表件数

0件

人事給与係

【指標】職員が行うパラレルキャリア活動
件数

【指標１】事業推進チームの仕組の構築

既存会議体
の見直し

14.8時間

地域貢献活動を
行う職員（過去
の取組を含む）

269人

【指標２】職員アンケートによる職場満足
度
（４段階評価の３以上）

３　福知山
市職員とし
ての資質の
向上

9
チャレンジ目標の設
定や人事評価の見
直し

・職員の自主性・挑戦心を育成
することを目的に、自身が担当
する業務又は市全体に係る業
務の中で、現在より1段階上を
めざし取り組むためのチャレン
ジ目標を設定する
・管理監督職は職員の「やる
気」を引き出し、何事にも積極
的に挑戦できる職場環境を整
備する
・チャレンジ目標の設定と併せ
人事評価制度を見直し、「やる
気」のある職員が活躍できる
場や評価体制を構築する

・一般職員の人事考課制度による評価内容に
「チャレンジ目標」を導入し、令和6年度より本
格運用を開始する
　（令和4年度～5年度は制度構築と試行運用
期間）

基本方針 No. 取組項目 主担当課 係 めざす方向

【ＯＪＴに重心を置いた職員育成】
令和4年度に福知山市人材育成基本方針及び
業務管理研修体系を見直し、令和5年度から
運用を開始。うぃずネス制度の再構築（令和4
年度試行）
【管理監督職の資質向上】
一般職員アンケートで、求められる管理監督
職像を明確にする
・職場内の風通しを良くし、組織の活性化を図
る
（職員アンケートは令和5年度末まで試行期間
と、この間の実績で2026年度の目標値を定め
る）

職員課
厚生研修係
人事給与係

職員課 人事給与係

11

部課横断的な事業
推進・自主研究チー
ムの形成および活
用

【部課横断的な事業推進】
時代の変化を機敏に捉え、多
様化・複雑化する市民ニーズ
を的確に把握し、事業の実施
や課題の解決を図るため、柔
軟に部課横断的な事業推進
チームを立ち上げ取組を進め
る
【自主研究チームの形成】
職員自身の様々な問題意識
や向上意欲により、自己研鑽
に励む自主研究グループの活
性化を図る

取組項目14「会議体見直し」と併せ、部課横断
的に結成される推進組織の取組状況、成果及
び課題等を整理し、事業推進チームが効果的
に機能する仕組みを構築する（令和5年度末ま
で）
【事業推進チームの形成】
基本方針３及び取組15により、職員自身の課
題意識に基づく自発的な事業推進チームの形
成を組織として支援し、部課横断的な課題の
早期発見及び解決、施策並びに事業の確実な
推進に取組む
【自主研究チームの形成】
自主研究チーム（補助金支出対象チーム）の
成果を庁内へ周知し、「やる気」のある職員の
活動・活躍を応援する

10
ＯＪＴに重心を置い
た職員育成と管理
監督職の資質向上

【ＯＪＴに重心を置いた職員育
成】
人材育成基本方針、業務管理
研修体系を見直し、多様化・複
雑化する市民ニーズを把握し
必要な対応を臨機に行える人
材育成に向けて研修体系を整
備する
【管理監督職の資質向上】
全ての職員育成が適切にでき
るよう職場の環境整備を行
い、管理監督職のマネジメント
力の向上を図る
★職員が働きやすい職場環境
を作り、メンタル不調で休職す
る職員ゼロをめざす。

実施内容

指標

【指標１】ストレスチェックでの高ストレスの
割合

69.4%

ストレスチェック高
ストレス者割合

10.0％

【指標】チャレンジ目標達成率

87.3%

8.8%
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現状値
(2021年度)

目標値
(2026年度)

R4年度
指標実績

取組実績
年度末時点での

課題事項
指標実績

（R6.3末時点）
取組事項（予定含む）

指標
目標値

317.2億円 → 324億円以下

44.0億円 → 40～45億円

0.6億円 →
2.9億円
以上/年

166,462円
/人

→
166,462円
/人以下

－ →
2023年度

100%

－ →
(仮)
75%

職員課 人事給与係 － →
2023年度

公表

経営戦略課 調査計画係

2.79% → 10%

財政課 予算係

経営戦略課 調査計画係 17件 → 50件

・個人情報を扱う会議やグループワークのある会議など
WEB開催が会議の性質に合わないものもあった。
・他のWEB開催が効率化につながる会議については、見
直しを順次実施する。

62%

経営方針の目標設定をまちづくり構想福知山と関連付け、
所管する施策の課題解決に向けた取組を推進する。

現人事考課制度の見直しを進める中で、自己評価の在り
方を検討する。

50件

「データ収集方法」、「課題に対する適切な表やグラフの表
現方法」、「データ読解力が向上するための学び」など、Ｅ
ＢＰＭに基づく事業立案を進めるため、位置情報分析シス
テムによる分析方法実技研修及び活用を行っている。ま
た、今後、福知山公立大学の知見を活かした自治体DX
ワークカレッジ講座により、データ利活用について実践的
に学ぶ研修を実施する。
次期まちづくり構想福知山の策定に向け、各種データに基
づく地域の未来予測について、想定される変化や課題な
どデータ利活用部会において分析・議論を行う。

令和５年度 令和６年度

10%

【指標１】公表
公表という指標は達成したものの、目標設定と事務事業
評価シートやまちづくり構想福知山との連動など各部長の
記載に差異がある。

目標達成が100％とする制度で110％以上の自己評価をし
ない傾向が指数の低下につながった

「経常的な支出額」については、行政の努力により圧縮で
きる余地が年々少なくなっており、さらに近年においては、
人件費や原油価格・物価高騰、国の新たな制度開始など
の外的要因による増額圧力が高まっている。

「公共施設等総合管理基金への積立額」については、公
共施設マネジメントにより創出される土地も、公共施設マ
ネジメントの取組の成熟に伴い、年々減少していく傾向に
ある。

「市民一人あたりの実質的な市債残高」については、市債
発行額の伸長に人口減少の影響も相まって、金額が上昇
しており今後の市債発行に注意が必要である。

・会議の設置目的・運営状況、会議運営の効率化につい
ての確認・見直しをそれぞれ行い、会議の統合を行うなど
所管課が会議のあり方を再確認する機会となったが、情
勢の変化により会議体はその都度見直していくべきもので
あり、見直す姿勢の継続が懸念される。

・会議資料を回収するような、個人情報など秘匿性の高い
情報を扱う会議においては、Web会議での開催が困難で
ある。

・Web会議を行うための機器（タブレット等）が充足していな
いので、開催できない状況もある。

・アイデア出しなど活発な意見交換を求める会議において
は、Webは対面と比較して意見が出にくい傾向があるた
め、対面の方が建設的な会議運営となる場合もある。

【経常的な支出額】
Ｒ6年度予算要求でのシーリングの実施
（ただし、経常経費を含めた一般財源ベース）

【財源対策基金残高】
残額を見据えた財政調整基金の活用

【公共施設等総合管理基金への積立額】
普通財産の活用（売却・貸付）の実施と一般財源による予
算積立を実施

【市民一人当たりの実質的な市債残高】
市債の繰上償還の実施と不利起債の発行抑制

今年度のアンケートにおいて、課題に対するデータ的根拠
を用いたアプローチが必要と考えながらも、データの探し
方や、活用・分析方法がわからず、スキルを身に着けたい
という回答が多かった。

ＥＢＰＭに基づく事業立案を進めるためにも、データ分析や
利活用について、実践的に学んでいく必要がある。

336.7億円

【経常的な支出額】
Ｒ7年度予算要求前の分析・精査
Ｒ7年度予算要求でのシーリングの実施
Ｒ6年度中の市債繰上償還実施（予定）

【財源対策基金残高】
残額を見据えた財政調整基金の活用

【公共施設等総合管理基金への積立額】
普通財産の活用（売却・貸付）の実施と一般財源による予
算積立を実施

【市民一人当たりの実質的な市債残高】
市債の繰上償還の実施と不利起債の発行抑制

341.4億円

46.6億円

2.9億円/年

今後研修等で学びたいことについてのアンケートにおいて
も、「データ収集方法」や「課題に対する適切な表やグラフ
の表現方法」、「データ読解力が向上するための学び」が
多くなっているため、実践的な職員研修が必要となってい
る。

・7月から11月にかけてヒアリングを実施し、会議の設置目
的・運営状況、会議運営の効率化についての確認・見直し
事項を整理した。12月に会議体所管課に対して、確認と見
直し実施を依頼し、所管課において確認を行い、参加者の
構成、会議時間等、可能な見直しを順次実施している。

・3会議については、今後開催する見込みがないことを確
認し、会議体の廃止を行った。

・効率的な会議運営について課題（外部職員の移動、参加
者が会議において初めて資料を確認するため時間を要す
る、紙資源を消費する、参加者の日程調整の労力など）が
あり、行革の見直しにより資料のデータ送付やスケジュー
ル登録を行う会議もあり、会議運営の効率化について改
善が行われている。

【会議の設置目的・運営状況の確認・見直し事項】
・「会議の設置目的と、会議内容の整合性確認」「会議参
加者の構成」「会議の統合」「会議の開催頻度と会議時間」
「会議の開催目的・論点の確認」「会議での議論促進」

【会議運営の効率化に係る確認・見直し事項】
・「WEB会議の実施」「資料の事前配付」「ペーパーレスの
促進（会議資料のデータ送付」「会議以外での情報共有」
「会議スケジュールの共有」

令和5年度当初の経営方針は公表した。今後、達成状況
（年度末評価）を各部長へ作成依頼、集計し、公表に向け
内容を精査中。

人事考課に関わる面談の機会に考課者において業績目
標の進捗確認を実施した。

変革を迎えた統計行政とＥＢＰＭの意義について及びＥＢ
ＰＭの実践方法や事例について、総務省統計局より講師
を招き研修を実施した。

また、管理監督者向けに自治体職員に求められるデータ
分析の基本について研修を行った。

【指標２】41％ 【指標２】48％

【指標１】庁内会議の見直し状況

35件

【指標】客観的なデータに基づく事業立案
数

51件
位置情報分析システムにより携帯端末位置情報の分析方
法を学ぶ実技研修を実施した。

また、「まちづくり構想　福知山」に係るアンケートをもとに
アンケートの仮説の立て方や分析方法について実技研修
を行った。

【指標１】公表

【指標2】3.09％

会議体主管課との
協議

13会議/42会議

44.9億円

【指標１】経常的な支出額

328.4億円

【指標３】公共施設等総合管理基金への
積立額

【指標２】業務目標に対する達成度110%以
上の割合

6.25%

公表済

2.8億円/年

158,353円/人

2.6億円

４　持続可
能で質の高
い行財政
経営の確
立
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「福知山市持続可能
な財政運営の基本
方針」の策定と財政
４指標の健全性堅
持

総合的な市政運営の指針であ
る「まちづくり構想　福知山」に
掲げる政策・施策を推進してい
くため、「福知山市持続可能な
財政運営の基本方針」を定
め、財政の健全性を堅持する

・「福知山市持続可能な財政運営の基本方針」
で掲げる財政指標について基本的な考え方を
示し、令和８年度の目標数値を設定し財政運
営を行う
・新型コロナウイルスや自然災害など緊急の
財政出動が必要な場合もあることから、当該
項目の最終評価は2026年度決算における財
政指標により判断する

基本方針 No. 取組項目 主担当課 係 めざす方向

14
全庁的な庁内会議
体の見直し

・会議の性質（意思決定・課題
解決・情報共有、報告など）に
より、開催方法や会議時間、
開催頻度など、それぞれの会
議体を有効に機能させ、効率
的な運営を行う
・内容、参加者が重複する会
議体は集約し、会議体自体の
見直しも合わせて行う

・令和５年度末までに、要綱・規則等で規定の
ある庁内会議の開催の目的、頻度、参加者等
を整理し、会議体の統合なども含め見直しを行
う
・会議開催に際しては、その目的や規模など会
議の性質に合わせ、Web会議を積極的に導入
し、全員対面による形態からリモートでの参加
を前提としたハイブリッド方式で実施する
・会議自体の効率化やペーパーレス化により、
会議開催に要する準備時間や経費を削減し、
効率的な会議運営を図る（指標の設定は、会
議体見直しと併せて設定する）

財政課

16

経営戦略課

行財政マネジメント
システムの機能向
上とＥＢＰＭの推進

・予算編成・予算執行・事業評
価・事業見直しなど行財政マネ
ジメントサイクルの機能を発揮
し、より効率的・効果的な市政
運営をめざす
・政策・事業目的を明確にした
上で、合理的根拠に基づき立
案するＥＢＰＭを推進する

・令和４年度以降は事業評価によりデータシー
トを検証する
・データシート作成には、各課保有データに加
え、位置情報システム、統計データなど客観的
な数値データを積極的に活用し事業立案を行
う
・各所属が作成したデータシートの全庁共有を
図り、データシートの精度向上に努める

15

・部長マネジメントを機能させ、
部内の業務分担の適正化と業
務量削減など業務改革、及び
部局横断的な課題の解決に向
けて、リーダーシップを発揮す
る
・市重要施策の進捗状況に関
し、行政の組織長としての結果
責任・説明責任を果たす
・管理監督職は、毎年度掲げ
る業績目標を意識し、常に一
段上をめざす

【部長マネジメント】
市重要施策の確実な推進と、課題の早期解決
に向け、毎年度定める経営方針及び成果目標
の達成状況を公表する
（令和4年度：経営方針見直し、令和5年度：経
営方針を市ＨＰにて公表し、成果目標の達成
状況は翌年度公表）
【管理監督職のマネジメント】
人事考課（業績評価）において、管理監督職が
掲げる業務目標に対し、110％以上の成果を
達成する割合をめざし、職位に応じ係・課・部
を運営する

部長マネジメントの
機能化と管理監督
職のマネジメント力
の向上

【指標１】経営方針の公表

コンプライアンス
係

【指標２】Web会議の実施割合(Webと対面
のハイブリッド)

予算係

実施内容

指標

147,681円/人

【指標２】財源対策基金残高

46.7億円

【指標４】市民一人あたりの実質的な市債
残高

161,908円

・ヒアリングの結果、7つの会議体が「会議参加者の構成」
「会議の開催頻度と会議時間」「会議の開催目的・論点の
確認」「会議での議論促進」のいずれかに改善の余地があ
ると答えているため、改善を進める。
また、アンケート及びヒアリング結果を分析し、会議体の統
廃合について引き続き検討を進める。

100%【指標１】81％


